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成長政策が必要な
社会的背景
～小泉改革を経た現在の課題～

小泉改革の光と影などと言われますが、

もしも、小泉改革がなければどうなってい

たでしょうか。影というのは光あっての影

なのです。もしも、小泉改革がなければ、

「真っ暗闇」だったことでしょう。

例えば、規制改革でタクシーの運転手

さんが大変になったと言われます。それは

新規参入者が増えたからです。しかし、も

し、規制改革していなければ、新規参入

の人は、タクシー運転手になれずに失業

していたでしょう。また、金融不良債権処

理をしていなければどうなっていたでしょ

うか。倒産と失業の連鎖が起こり、未だに

デフレスパイラルにおびえていたでしょう。

小泉改革で、ようやく、異常な経済の「失

われた10年」が終わり、そして、正常な経

済への回復軌道の入り口に立ったので

す。それは、マイナス成長からプラス成長

への転換です。よく、「日本はこんな豊か

な国になったのだからもう成長しなくてい

い」と言う人がいます。これは、国内的に

は勝ち組の論理であり、国際的には負け

組の論理です。

ゼロ成長のままでいたら、新規学卒者の

入る場所がありません。誰かが退出する

か、賃金を下げるしかありません。失われ

た10年、お父さんの終身雇用を守るため

に、お母さんはパートに固定され、息子は

正社員になれずにフリーター。そうしたこ

とが国全体で行われたわけです。したがっ

て、「ゼロ成長でいい」というのは、既に安

定した高収入の仕事についていて、終身

雇用で守られた人の論理なのです。

この意味するところは、格差是正のた

めにも経済成長が必要だということです。

経済成長の上げ潮に国民全体が乗るこ

となしに、格差是正は不可能です。ゼロ成

長で格差是正をやるということは、富める

者から貧しい者に強制的に所得移転す

ることですが、そうなったら、日本の富め

る者は海外に脱出することでしょう。

格差是正策は2つのうちのいずれかで

す。上を引き下げるか、下を引き上げるか

です。前者が社会主義で、後者が自由主

義です。貧しき者を経済成長で引き上げ

るのが上げ潮政策なのです。

他方、国際的には、もうゼロ成長でいい、

というのは、「10年以内に高度成長国家

の中国にGDPで抜かれてもいい」と言っ

ているのと同じです。自分の世代は、日本

の経済大国の余韻で生きていけるかもし

れませんが、孫の代にはアジアの一周辺

国になっていることでしょう。明治維新の

ときに、成長・発展・改革を忌避して現状

維持を志向した中国や韓国を、日本の青

年はどう見ていたでしょうか。ゼロ成長で

いい、という日本人を中国や韓国の青年

は、明治時代の日本の青年と同じまなざ

しで見ていることでしょう。
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上げ潮政策が目指す社会

まず、最初に確認しておきたいのは、私

が述べている名目経済成長率4％という

のは、欧米先進国では当たり前の成長率

であり、昨年の「骨太の方針2006」の経済

財政一体改革の前提とした名目経済成

長率3％というのは極めて控えめな数字な

のです。したがって、国内の増税派が、欧

米で「中川は増税を避けるために、名目

3％成長という非現実的な高成長路線を

とろうとしている」と告げ口しても、彼が何

を言いたいのか理解できないでしょう。「名

目3％成長もできない」という主張は国際

的に異常であり、「日本は世界に孤立して

『停滞国家』になりますので日本に投資し

ないでください」と言っているようなもので

す。ですから、私が述べている名目4％成

長というのは、「経済的に『普通の国』にな

れ」ということにすぎません。

名目4％成長で成長していけば、GDP

は18年で今の500兆円から1,000兆円に

倍増します。今年生まれた赤ちゃんが大

学に入る頃、今、20歳の青年は38歳の社

会の中堅層になった頃、50歳の壮年は68

歳でまだ働き続けるか、年金で悠々自適

で暮らすかを考える頃、日本の生活水準

は二倍になっているのです。夢があると

思いませんか。

イギリスの170カ月連続の景気拡大、ア

メリカの事実上180カ月にわたる景気拡大

の原因は、「情報革命の波」にのったこと

です。その意味で、日本の成長政策がめ

ざす社会は情報革命時代に対応した社

会のことです。それに対応できれば、景気

拡大59カ月でいざなぎ景気を超えたなど

というのは、まだ、景気拡大の道半ばにも

なっていないことになります。

情報革命という「潮目の変化」をつか

むべきときがきたのです。重要なことは単

に技術的なIT革新が生じても、それに

「人財」（ヒューマン・キャピタル）の向上、

情報をうまく共有できるような組織の改善

が加わらなければ、生産性は上昇しない

という点です。すなわち、キーワードは｢人

財｣と「情報の共有」です。すべての高校

生が携帯電話を持っただけでは全く意味

がないのです。それだけでは日本の生産

性は決して改善せず、真のIT国家とは何

の関係もありません。

私たちは、｢人財｣と「情報の共有」をキー

ワードとする「知識共有化経済」に向かう

べきときを迎えているのです。

今後日本が成長するため、
力を入れるべき政策と
そのポイント

今、第三の開国などという言われ方をし

ますが、日本にはかつて同様の「潮目の

変化」を読み、「革命の波」に乗ることに成

功した実績があります。それが明治維新

です。当時、日本は工業化の波に乗るか

否かの瀬戸際にありました。誕生したば

かりの明治政府は産業革命という世界の

大きな波をとらえて、日本社会を近代化す

る方向に舵をきったのです。おかげで日

本は、非西欧圏で一九世紀中に工業化に

成功した唯一の国となりました。明治維新

の偉大さは、大英断により潮目をとらえ、世

界の潮流に乗り遅れなかったことにありま
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す。

このとき発揮した日本特性は、「人材教

育」と「変化への対応」の2点と言われて

います。これが今日までの発展の要因な

のです。したがって、情報革命への対応

も同じ特性を発揮すべきなのです。

まずその第一のキーワードは「教育投

資」です。

情報の時代には、教育による「人財」

（ヒューマン・キャピタル）の質的向上こそ

が政策のトッププライオリティになり、知識

経済では「人こそが鍵」となります。教育

予算は、「教育投資」と呼ばれるべきで、よ

り高い教育水準への財政支出、低生産

性部門から高生産性部門への雇用者の

移動をもたらす財政支出は、経済成長に

貢献する教育投資として重視しなければ

なりません。

「読み・書き・算盤」に加え、コンピュータ

と英語も、知識経済の時代の基礎的技能

として重視すべき時代になっているので

はないでしょうか。コンピュータはそれ自体

を学習するというよりも、各教科の教育手

段として位置付けられるべきではないで

しょうか。音楽の時間にはコンピュータを

使った作曲をしてもいいでしょう。美術で

もコンピュータ・グラフィックによる制作の時

間を設けてもいいかもしれない。そうした

授業で才能に気付き、開花させた生徒が

将来のコンテンツ産業の予備軍になるは

ずです。

また、夏休みの自由研究の発表や社会

科の研究発表は、昔は模造紙を使ったも

のでしたが、今後は、コンピュータのパワー

ポイントを使って、会社のプレゼンのように

行うのもひとつのアイデアです。英語も、世

界の知識・情報源を活用するためにも重

要となります。将来は、ネット上で世界の

人々とビジネスができるようになります。日

本経済の成長のためにも英語の語学力

は重要な技能です。

加えて日本の学士号、修士号、博士号

などの高等教育のレベルを世界のトップレ

ベルにまで引き上げる必要があります。さ

らに、IT革新による社会の急速な変化に

対応するために全国民が「生涯教育」を

受けられる制度もほしいところです。法学

部の学士号だけで世界の金融やITの最

先端分野で競争できる時代ではなくなっ

ています。企業は欧米の大学に留学させ

ることで補っているようですが、そろそろ

真剣に、国益の観点から日本の高等教育

の質的向上を図るべきときだと思います。

日本が成すべきことの第二のキーワー

ドは「新結合」です。

かつて、経済学者のヨーゼフ・シュンペー

ターは、「何かが新しく結びつくこと（新結

合）でイノベーション（革新）が起こる」と言

いました。情報の時代に入り、オープンな

ネットワーク環境とデジタル技術の普及に

より、この｢新結合｣が容易になったので

す。

「新結合」は政府の誘導でできるもので

はありません。企業家が自由に行うもの

で、民間の努力に期待するよりほかにな

いのです。ただ政府にできるバックアップ

もあります。昔の技術体系による業界別

規制で「新結合」の邪魔をしないことで

す。

かつて小規模に分断されていた個々

の市場が融合し、巨大な障害物のない単

一の市場が出現しています。この巨大な

単一市場には、放送や通信の他、アニメー

ションや映画などのコンテンツ産業、そして

また、コンピュータばかりでなく家電などの

端末機器製造業も含まれます。

通信と放送を分離していた壁は、少な

くとも技術的には消滅しつつあります。放

送や通信産業における既存の規制の多

くは、技術体系が今とは全く異なる時代に

制定されており、放送と通信は全く異なる

ビジネス･モデルで成り立っていると考え

られていました。イノベーションの渦中に

あっては、既存の古い規制が間尺に合わ

なくなるのは避けられないことです。した

がって、放送法、電気通信事業法、著作権

法、その他の関連諸法の見直しを、技術

体系の変化に即して行うことが求められ

ているのです。

加えて情報ネットワークに関連した規制

や監督に携わっている複数省庁の統合を

検討することも有益であると思われます。

では、視点を変えて、名目成長率4％経

済をどう実現していくのかという観点から、

考えてみましょう。名目成長率とは、日本

経済の実力に当たる実質成長率と物価

上昇率を足したものです。そこで、二つの

大きな政策の柱ができます。

第一の柱は、実質成長率3％を目指し

て、実質成長率にかかわる労働力要因、

資本要因、技術革新要因について対応す

る経済政策。これは、潮の満ち引きに当た

る景気循環に対応するものではなく、もと

もとの水位の高さを高めていく政策です。

第二の柱は、物価上昇率について政

府・日銀が意思疎通を円滑にする枠組み

を導入することです。インフレになりそうな

場合に早期に対応するために効果的で

あるだけでなく、再度デフレに戻らないた

めの政策手段としても有効と考えられま

す。こうした、望ましい物価安定の参照値

などの新しい枠組みが求められます。

このうち実質成長は、労働人口増加率

と生産性上昇率に行き着きますが、日本

はこれから、人口減少社会に入ります。し

たがって、人口減少分を上回る生産性を

上げることが成長戦略の基本となります。

「その前に出生率を上げるべきではない

か」という意見があるかもしれません。も

ちろん出生率を上げることは大事ですが、

経済政策の観点からは、出生率を上昇さ

せる政策を打ち出したとしても、この世代

が本格的な生産の担い手となるまで約20

年待たねばならないことを直視すべきで

す。もちろん、女性、退役世代、外国人の

雇用を拡大することも重要ではあるが、人

口減少社会で経済成長率を高める政策

の基本は、生産性の向上以外にないので

す。

生産性の上昇は、①規模の経済②産

業構造変化③生産設備新鋭化④規制緩

和⑤新技術⑥教育の向上、によります。
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議院選挙が行われる政治決戦の1年で

す。今回の参院選は、通常の参院選とは

異なり、自民党、民主党、負けた方が解党

に追い込まれることになるでしょう。だか

ら、「天下分け目の参議院決戦」なのです。

安倍自民党丸のこの100日間の航海

は、少し揺れもあり、皆さんにハラハラと心

配をおかけしたかもしれませんが、安倍

船長がしっかりと舵を握っています。私も、

オールをしっかりと握っています。また、全

議員が持ち場を死守しています。

私も必死にオールをこぎます。安倍総理

も必死に安倍自民党丸の船長として舵を

とります。「構造改革あと一歩、ここで負け

たら水の泡」なのです。まさに、辛かった小

泉改革５年半が水の泡になります。ストッ

プ・ザ・公務員天国、ストップ・ザ・重税国家

の戦いに全力を尽くすつもりです。

こうした考え方から、昨年の「骨太の方

針2006」に向けてつくられた自民党の上

げ潮政策は以下の5本柱をもとにしていま

す。

①新しい日本経済の国境概念……対外

経済戦略、外国人労働者、外資活用

②新しい産業展開……国際競争力強化

③新しい産業基盤……産業インフラの低

コスト化・教育改革

④新しい財政構造……政府の資産負債

圧縮・歳出削減など

⑤新しい政策協調……物価上昇率参照

値ターゲット制度の導入

ここで、上げ潮派が財政再建に熱心だ

ということをご理解いただきたい。増税派

は、私たち上げ潮派を「自然増収にだけ

依存した反財政再建派」とレッテルを貼り

たがりますが、それは違います。私たちは、

歳出削減の切り込みを財政当局以上にし

たのです。正しくは「上げ潮財政再建派」

対「増税派」なのです。上げ潮政策は、

「成長政策＋歳出削減＋適切な金融政策」

のことなのです。

歳出改革は、昨年夏の骨太の方針２０

０６に向けて、自民党主導で大胆な削減

方針をまとめました。財政当局もびっくり

するような内容で、その方針を安倍内閣の

０７年度予算でも踏襲しています。

しかし、手を付けられない分野もありま

した。それが公務員の民間並みのリスト

ラです。労働基本権の制約のために、民

間よりも全国平均で2割、高いところで約4

割も高い地方公務員の給与を地域の民

間並みにすることができません。これを民

間並みにするため、労働基本権の制約を

なくすことも含めて、抜本的な改革案を5

月までに大綱としてとりまとめて、「骨太の

方針2007」に反映させたいと思っていま

す。

改革前進のために

本年は、2月4日の愛知県知事選挙、統

一地方選挙、参議院補選、そして7月の参
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